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1．はじめに

　道路構造令は、道路の構造の一般的な技術的基準を定め

たものであり、昭和 33 年に道路法第 30 条に基づく政令と

して公布され、昭和 45 年には規格の体系化、車線主義の

採用、建築限界の拡大等を盛り込んだ全面改正が行われた。

　その後、道路構造令は時代の要請に応じ数度の改正が重

ねられ、最近では、「地域の自主性及び自立性を高めるた

めの改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律」（第一次一括法：平成 23 年 5 月 2 日公布、第二次一括法：

平成 23 年 8 月 30 日公布）（以下「一括法」という。）を受

けた改正が行われた（H23.12.26 改正、H24.4.1 施行）。

　また、各地方自治体においては、一括法の制定を受け、

平成 25 年 3 月 31 日までに、都道府県道および市町村道の

構造の技術的基準について、道路構造令を参酌し、条例で

定めることとなった。

　（一財）国土技術研究センター（以下「JICE」という。）

では、地方自治体の道路構造令等の条例化の状況について、

自主研究として調査を実施しているところである。

　本稿では、これまで地方自治体が制定した道路構造に関

する条例の内容及び参酌する基準である道路構造令と比較

した特徴について分析を行った結果を報告する。

2．道路構造基準の条例化の状況

2. 1 道路構造等に関する条例の策定概要

　一括法の施行を受けて改正された道路法等により、地方

公共団体が政令や省令を参酌して定めることなった条例の

うち、道路構造基準等に関しては、以下の条例が該当する。

・道路構造令を参酌して定める条例

・道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（以下「標

識令」という。）を参酌して定める条例
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・移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準

を定める省令（以下「道路移動等円滑化基準」という。）

を参酌して定める条例

　表 2-1 に、これらの条例で定める基準とその参酌基準及

び関連する法律を示す。

表 2-1　地方公共団体が定める基準と参酌基準及び関連する法律

　このうち、道路構造令を参酌して定める条例について、

道路法第 30 条では、都道府県道及び市町村道の構造の技

術的基準（設計車両、建築限界、高架橋等の荷重条件を除く）

を政令で定める基準を参酌し、地方自治体の条例で定める

ものとしている。JICE では、道路構造令、標識令、道路

移動等円滑化基準を参酌し定めた地方自治体の条例につい

て、都道府県・政令市を中心に条例化の策定状況を調査し

ているが、本稿では、このうち道路構造令を参酌した道路

構造基準の条例化の状況に焦点を当て、分析結果を報告す

る。

2. 2 条例化の状況

　都道府県及び政令市（67 自治体）のホームページ（パ

ブリックコメント及び各自治体の議会資料等）から、平成

25 年 4 月 15 日現在において、ホームページ上で制定条例
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の内容が確認できた 64 自治体を対象に、条例の制定方法、

制定された条例の内容について確認を行った。

（1）　条例の制定方法

　条例の制定方法について図 2-1 に示す。道路構造基準に

ついて、その内容全てを条例で制定している場合、特例等

の一部を別途規則で制定している場合、あるいは全てを別

途規則で制定している場合が見られ、特例等の一部を規則

で制定している自治体の割合が高かった。

図 2-1　条例の制定方法

○独自基準の策定状況

　制定された条例について、地方自治体が、参酌基準とは

異なる地方自治体独自の基準（以下「独自基準」という。）

を策定しているか否かを確認した結果を図 2-2 に示す。64

自治体の約 8割にあたる 49 自治体で独自基準を策定して

いた。

3．独自基準の内容分析

3. 1 参酌基準の条項毎の分類

　条例化された独自基準について、参酌基準である道路構

造令のどの条項について独自基準を策定しているのかを整

理したものを表 3-1 に示す。

　道路構造令の条項毎に見ると、車線等、路肩、歩道、舗

装、横断勾配等に関して独自基準を策定した自治体が多

かった。

3. 2 独自基準の内容及び策定された背景の分析整理

　地方自治体が独自基準を制定する理由として、各々の自

治体の地域の実情を踏まえて、その地域にとって適切な数

値等を検討して定めていることが考えられる。

　そこで、独自基準を設けた条項の多い項目について、そ

の内容及び背景について分析整理を行った。条例化された

独自基準について、条例文（本文）と、各自治体が条例策

定前に実施したパブリックコメントにおける記載事項をも

とにして、独自基準の内容と、その基準が策定された背景

を整理した。

　なお、ここでの整理は、前節までに整理した都道府県・

政令市に加え、ホームページ上で条例の内容が確認できた

一部の市町村も加えて行っている。

（1）　車線等

　道路構造令では道路の種級区分、地形（平地部、山地部）、

計画交通量・設計基準交通量に応じて車線数（2車線、4

車線）を決定している。また、車線幅員については、すれ

ちがいや追い越し結果などの実験結果を踏まえ、設計車両

の幅に必要な余裕幅を加えて決定している。

　条例では、道路毎の特徴に応じて柔軟に車線数を決定す

るという背景から、設計基準交通量以外の要素で車線数を

決定する方法を規定するなどの例が見られた（表 3-2）。

(2）　路肩

　道路構造令では第 3種（地方部）、第 4種（都市部）に

おいて 0.75 ｍ以上（特例値あり）と規定している。条例

では、歩行者・自転車の通行に配慮して幅を広げて規定し

ている例や、津波避難路の整備といった背景から幅員の拡

大値を規定している例が見られた（表 3-3）。

(3）　自転車歩行者道・歩道

　自転車歩行者道については、自動車の交通量が多い第 3

図 2-2　独自基準の策定状況
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種、第 4種の道路には、自転車歩行者道の設置を規定して

いる（歩行者の交通量が多い道路では 4ｍ以上、その他の

道路では3ｍ以上）。また、歩道については、第4種（都市部）

及び歩行者の交通量が多い第 3種（地方部）において、歩

道設定を規定している（歩行者の交通量が多い道路で 3.5

ｍ、その他の道路で 2.0 ｍとし、自転車歩行者道を設ける

道路を除く）。

　条例では、地域事情（用地制約、交通量、歩行空間確保

等）の観点から、幅員の縮小規定を設ける例や、積雪寒冷

地域であることを考慮する、あるいは津波避難を考慮する

といった例があった（表 3-4）。

(4）　停車帯

　道路構造令では、第 4種の道路で、自動車の停車により

車両の安全かつ円滑な通行が妨げられないようにするため

必要がある場合において、車道の左端寄りに停車帯を設け

る規定がある（幅員 2.5 ｍ、ただし大型車交通量の割合が

低いと認められる場合は、1.5 ｍまで縮小可能）。

　条例では、観光のための停車の需要を考慮して設置対象

道路種別を広げる例や、県道の実態を踏まえ幅員を減少す

表 3-1　独自基準を設けた自治体数（道路構造令の条項別） 表 3-2　主な独自基準と策定の背景（車線等）

る規定を設ける例が見られた（表 3-5）。

(5）　植樹帯

　道路構造令では、第 4種の道路の一部（第 1級、第 2級）

に植樹帯を設ける（その他の道路には必要に応じ設置）こ

ととしている（幅員は 1.5 ｍを標準）。

　条例では、第 4種第 1級、同第 2級の道路においても沿

道の状況や周辺環境等を勘案して、必要に応じて植樹帯を

設けるとする例や、道路構造令に規定のない植樹ますに関

する規定を設けている例などが見られた（表 3-6）。

（6）　縦断勾配

　道路構造令では車道の縦断勾配について、道路の区分及
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び道路の設計速度に応じ 2～ 12％の値で付することとし

ている。

　条例では地形的特性を考慮して政令で定めた値を緩和す

る例や、道路構造令に規定のない歩道の縦断勾配を規定し

ている例などが見られた（表 3-7）。

(7）　舗装

　道路構造令では、第 4種の道路の舗装は必要に応じて雨

水を道路の路面下に円滑に浸透させる等の構造とすること

とされている。

　条例では、歩道等において、第 4種の道路以外にも同構

造を適用する規定とする例などが見られた（表 3-8）。

(8）　横断勾配

　道路構造令では、車道、中央帯（分離帯を除く）、車道

に接続する路肩には、片勾配を付する場合を除き、路面の

種類に応じ、1.5 ～ 2％を標準として付することとし、歩

道又は自転車道等には 2％を標準として付することとして

いる。

　条例では、透水性舗装とした場合の横断勾配を 1％以下

とすることを規定している例が見られた（表 3-9）。

(9）　平面交差又は接続

　道路構造令では、道路は、同一箇所・同一平面で 5以上

交会させてはならないこと（駅前広場等特別の箇所を除く）

が規定されている。また、屈折車線又は変速車線を設ける

場合の直進車線の幅員について、第 4種第 1級の普通道路

で 3ｍまで、同第 2級又は第 3級の道路では 2.75 ｍまで

縮小することができる規定が設けられている。

　条例では、地域の実情を踏まえて道路の交会数を増加で

表 3-3　主な独自基準と策定の背景（路肩）

表 3-4　主な独自基準と策定の背景（自転車歩行者道及び歩道）

表 3-5　主な独自基準と策定の背景（停車帯）

表 3-6　主な独自基準と策定の背景（植樹帯）
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きる規定や、交差点による交通渋滞緩和を図ることから第

4種のみ認められている幅員の縮小規定を第 3種の道路に

も適用している例などが見られた（表 3-10）。

(10）　待避所

　道路構造令では、第 3種第 5級の道路において、待避所

を設ける（交通に及ぼす支障が少ない道路を除く）ことと

し、待避所相互間の距離は 300 ｍ以内、長さは 20 ｍ以上、

その区間の車道の幅員は 5ｍ以上とすることとしている。

　条例では待避所を設置できる道路の種級区分を追加して

いる例や、待避所の相互間距離の縮小等を規定している例

が見られた（表 3-11）。

4．まとめ

4. 1 条例策定の傾向及び特徴

　本稿では、都道府県及び政令市のうち、各自治体のホー

ムページ上で条例の内容が確認できた 64 自治体において、

条例の制定方法及び独自基準の策定状況を整理した。

　条例の制定方法については、全てを条例で制定する自治

体よりも、特例等の一部を別途規則で制定している自治体

が多い傾向にあることがわかった。これは、規則で制定す

ることにより、参酌する道路構造令における数値等の見直

しがある等、情勢の変化に柔軟に対応しやすいことが背景

としてあるのではないかと考えられる。

　また、独自基準については、調査した自治体のうち約 8

割が何らかの独自基準を策定していた。これについては次

項でも述べるが、地域の実情に合わせ、既存の道路空間を

より使いやすい空間として整備していくことを念頭におい

て設定しているものと考えられる。

4. 2 独自基準の傾向及び特徴

　各自治体が設定した独自基準について、道路構造令の条

項ごとに見ると、車線等、路肩、歩道、舗装、横断勾配等

に関して独自基準を策定した自治体が多かった。

　内容を見ると、数値基準や適用性について変更したもの、

柔軟性を付与したもの、あるいは、独自に項目を追加した

事例等が見られた。

　独自基準が策定された主な背景は、自転車、歩行者、車

両の通行空間の確保、安全性・快適性の確保等があげられ

表 3-8　主な独自基準と策定の背景（舗装）

表 3-9　主な独自基準と策定の背景（横断勾配）

表 3-10　主な独自基準と策定の背景（平面交差又は接続）

表 3-7　主な独自基準と策定の背景（縦断勾配）
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た。

　また、交通量、交通特性、沿道状況、用地的制約、地形

的制約、積雪寒冷、環境や景観など地域や道路ごとの特性

があり、これらの特性を背景として独自基準が策定されて

いた。

　また、一部には津波避難路としての確保といった目的か

ら、必要な道路空間を確保するという背景をもとに独自基

準が策定されていた。

　道路構造令と比較すると、路肩のように参酌基準で 0.75

ｍ以上と規定されているものを 1ｍ以上または 1.5 ｍ以上

と規定するといったように、基準を拡大する方向と、歩道

のように 2ｍ以上と参酌基準で規定されているものをそれ

以下の数値とするなどの基準を縮小する方向と、両方向の

規定があることがわかった。

5．今後の課題

　本稿では、道路構造に関する基準を対象として、条例の

内容と、パブリックコメント等から把握した背景について

整理し、都道府県・政令市を中心とした道路構造に関する

条例制定の傾向や、独自基準の内容と設定の背景について

把握できた。

　一括法により条例化された事項として、道路構造基準の

ほかに道路標識及び移動円滑化基準があり、これらについ

ても道路構造と同様に独自基準の内容及び背景について把
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ホームページ（条例制定の際のパブリックコメントや、議会のホー
ムページ等）を参考とした。

握することのほか、今後は条例に基づき地方自治体での道

路整備が行われていくことを踏まえて、それらの状況等を

適宜確認していくことが必要と考えており、引き続き自主

研究として検討を進めていく所存である。

表 3-11　主な独自基準と策定の背景（待避所）


